
開催セミナーのご案内 

各種相談受け付けております。 
“ワンストップ相談会”毎週金曜日 ＴＥＬ 0258-36-2685 （要事前予約） 
個人に関すること、経営に関することを各専門家がワンストップでご相談に応じます。 

※内容のご質問等については、TEL 0258-34-3213  担当 司法書士大野豊事務所 大野まで 

※配信中止等のお問い合わせは、ホームページ https://www.3d-m.jp/contact/others/ 

 

 
・・・文章中のこのマーク   をクリックして詳しい情報をどうぞ・・・ 

＜法務＞ 
 

特別受益持ち戻し免除の推定 (民法 903条 4項新設) 

夫婦間の居住用不動産の贈与がし易くなりました 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
               
 
 
 

 
要件: 婚姻期間が２０年以上の夫婦の一方から他の一方に対する居住用不動産の遺贈、贈与。 

 
贈与した一方が亡くなった際に、 

贈与財産を遺産に持ち戻す必要がないことを推定します。 
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ノート注釈
①特別受益の持ち戻しとは?
相続人が、被相続人の生前に生計の資本などのために金銭や不動産などの贈与を受けていることを「特別受益」といいます。被相続人死亡時に特別受益を遺産に持ち戻して、各相続人の取り分を公平に調整するための方法を言います。

ノート注釈
②「推定する」とは？
他の相続人達から「被相続人に持戻しの免除の意思かなかった。」といった立証がない限り、持ち戻す必要がないという趣旨です。

ノート注釈
③持ち戻し免除の効果
贈与(遺贈)された居住用不動産を、被相続人の配偶者が被相続人の死後も住居として安心確保できる。

ノート注釈
④税法との兼ね合い
夫婦間の居住用財産の生前贈与の配偶者控除(本則2000万円、及び年間基礎控除額110万円)についての適用はありますので、税務対策と合わせて検討願います。




